
 四日市市建築基準法等関係手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年３月２５日  

                   四日市市長   森   智  広      

 

四日市市条例第１９号  

   四日市市建築基準法等関係手数料条例の一部を改正する条例  

四日市市建築基準法等関係手数料条例（平成１９年四日市市条例第１５号）の一

部を次のように改正する。  

 

改正後  改正前  

（趣旨）  （趣旨）  

第１条  この条例は、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２２７条の規

定に基づき本市が徴収する建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号。以下

「法」という。）、建築基準法施行令

（昭和２５年政令第３３８号。以下

「政令」という。）、長期優良住宅の

普及の促進に関する法律（平成２０年

法律第８７号。以下「長期優良住宅普

及促進法」という。）、都市の低炭素

化の促進に関する法律（平成２４年法

律第８４号。以下「都市低炭素化促進

法」という。）、マンションの建替え

等の円滑化に関する法律（平成１４年

法律第７８号。以下「マンション建替

え円滑化法」という。）及び建築物の

エネルギー消費性能の向上等に関す

る法律（平成２７年法律第５３号。以

下「建築物省エネ法」という。）に関

する事務の手数料について、別に定め

第１条  この条例は、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２２７条

の規定に基づき本市が徴収する建築

基準法（昭和２５年法律第２０１号。

以下「法」という。）、建築基準法

施行令（昭和２５年政令第３３８号。

以下「政令」という。）、長期優良

住宅の普及の促進に関する法律（平

成２０年法律第８７号。以下「長期

優良住宅普及促進法」という。）、

都市の低炭素化の促進に関する法律

（平成２４年法律第８４号。以下「都

市低炭素化促進法」という。）、マ

ンションの建替えの円滑化等に関す

る法律（平成１４年法律第７８号。

以下「マンション建替え円滑化法」

という。）及び建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律（平

成２７年法律第５３号。以下「建築

物省エネ法」という。）に関する事



るもののほか必要な事項を定めるも

のとする。  

務の手数料について、別に定めるも

ののほか必要な事項を定めるものと

する。  

  

（法及び政令の規定に基づく手数料

の種類及び額）  

（法及び政令の規定に基づく手数料

の種類及び額）  

第２条  （略）  第２条  （略）  

２  前項の審査において申請に係る建

築物が法第６条の３第１項各号に掲

げる確認審査を同項ただし書の建築

主事等が審査する場合にあっては、手

数料の種類及びその額は、建築物ごと

に、別表第１に定める額及び別表第２

に定める額とする。  

２  前項の審査において申請に係る建

築物が法第６条の３第１項ただし書

の特定構造計算基準又は特定増改築

構造計算基準に適合するかどうかを

同項ただし書の建築主事が審査する

場合にあっては、手数料の種類及び

その額は、建築物ごとに、別表第１

に定める額及び別表第２に定める額

とする。  

３  第１項の審査において申請に係る

建築物の建築が建築物省エネ法第１

１条第１項ただし書及び第１２条第

２項ただし書の建築物エネルギー消

費性能適合性判定を行うことが比較

的容易な特定建築行為である場合で、

建築物のエネルギー消費性能の向上

等に関する法律施行規則（平成２８年

国土交通省令第５号）第２条第１項第

１号に適合するかどうかを審査する

ときは、手数料の種類及びその額は、

建築物ごとに、別表第１に定める額及

び別表第２の２に定める額とする。  

 

４  （略）  ３  （略）  

５  （略）  ４  （略）  

６  （略）  ５  （略）  



  

（長期優良住宅普及促進法の規定に

基づく手数料の種類及び額）  

（長期優良住宅普及促進法の規定に

基づく手数料の種類及び額）  

第３条  （略）  第３条  （略）  

２  長期優良住宅普及促進法第６条第

２項の規定による建築基準関係規定

の適合審査を受ける旨の申出があっ

た場合における認定申請に対する審

査手数料の額は、前項に掲げる額に、

次の各号に掲げる建築物について、当

該各号に定める額を加算したものと

する。  

２  長期優良住宅普及促進法第６条第

２項の規定による建築基準関係規定

の適合審査を受ける旨の申出があっ

た場合における認定申請に対する審

査手数料の額は、前項に掲げる額に、

次の各号に掲げる建築物について、

当該各号に定める額を加算したもの

とする。  

(1) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項各号に掲げる確認審査を

同項ただし書の建築主事等が審査

をしない場合にあっては、建築物ご

とに、別表第１に定める額  

(1) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項ただし書の特定構造計算

基準又は特定増改築構造計算基準

に適合するかどうかを同項ただし

書の建築主事が審査をしない場合

にあっては、建築物ごとに、別表

第１に定める額  

(2) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項各号に掲げる確認審査を

同項ただし書の建築主事等が審査

をする場合にあっては、建築物ごと

に、別表第１に定める額及び別表第

２に定める額  

(2) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項ただし書の特定構造計算

基準又は特定増改築構造計算基準

に適合するかどうかを同項ただし

書の建築主事が審査をする場合に

あっては、建築物ごとに、別表第

１に定める額及び別表第２に定め

る額  

３  長期優良住宅普及促進法第８条第

１項の規定に基づく長期優良住宅建

築等計画等の変更の認定申請に対す

る審査手数料（同条第２項において準

用する同法第６条第２項の規定によ

３  長期優良住宅普及促進法第８条第

１項の規定に基づく長期優良住宅建

築等計画等の変更の認定申請に対す

る審査手数料（同条第２項において

準用する同法第６条第２項の規定に



る建築基準関係規定の適合審査を受

ける旨の申出があった場合に限る。）

の額は、第１項に掲げる額に、次の各

号に掲げる建築物について、当該各号

に定める額を加算したものとする。  

よる建築基準関係規定の適合審査を

受ける旨の申出があった場合に限

る。）の額は、次の各号に掲げる建

築物について、当該各号に定める額

とする。  

(1) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項各号に掲げる確認審査を

同項ただし書の建築主事等が審査

をしない場合にあっては、建築物ご

とに、別表第１に定める額  

(1) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項ただし書の特定構造計算

基準又は特定増改築構造計算基準

に適合するかどうかを同項ただし

書の建築主事が審査をしない場合

にあっては、建築物ごとに、別表

第１に定める額  

(2) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項各号に掲げる確認審査を

同項ただし書の建築主事等が審査

をする場合にあっては、建築物ごと

に、別表第１に定める額及び別表第

２に定める額  

(2) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項ただし書の特定構造計算

基準又は特定増改築構造計算基準

に適合するかどうかを同項ただし

書の建築主事が審査をする場合に

あっては、建築物ごとに、別表第

１に定める額及び別表第２に定め

る額  

４  （略）  ４  （略）  

  

（都市低炭素化促進法の規定に基づ

く手数料の種類及び額）  

（都市低炭素化促進法の規定に基づ

く手数料の種類及び額）  

第４条  （略）  第４条  （略）  

２  都市低炭素化促進法第５４条第２

項（同法第５５条第２項において準用

する場合を含む。）の規定による建築

基準関係規定の適合審査を受ける旨

の申出があった場合における認定申

請に対する審査手数料の額は、前項に

掲げる額に、次の各号に掲げる建築物

２  都市低炭素化促進法第５４条第２

項（同法第５５条第２項において準

用する場合を含む。）の規定による

建築基準関係規定の適合審査を受け

る旨の申出があった場合における認

定申請に対する審査手数料の額は、

前項に掲げる額に、次の各号に掲げ



について、当該各号に定める額を加算

したものとする。  

る建築物について、当該各号に定め

る額を加算したものとする。  

(1) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項各号に掲げる確認審査を

同項ただし書の建築主事等が審査

をしない場合にあっては、建築物ご

とに、別表第１に定める額  

(1) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項ただし書の特定構造計算

基準又は特定増改築構造計算基準

に適合するかどうかを同項ただし

書の建築主事が審査をしない場合

にあっては、建築物ごとに、別表

第１に定める額  

(2) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項各号に掲げる確認審査を

同項ただし書の建築主事等が審査

をする場合にあっては、建築物ごと

に、別表第１に定める額及び別表第

２に定める額  

(2) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項ただし書の特定構造計算

基準又は特定増改築構造計算基準

に適合するかどうかを同項ただし

書の建築主事が審査をする場合に

あっては、建築物ごとに、別表第

１に定める額及び別表第２に定め

る額  

  

（建築物省エネ法の規定に基づく手

数料の種類及び額）  

（建築物省エネ法の規定に基づく手

数料の種類及び額）  

第５条  （略）  第５条  （略）  

２  建築物省エネ法第３０条第２項（同

法第３１条第２項において準用する

場合を含む。）の規定による建築基準

関係規定の適合審査を受ける旨の申

出があった場合における認定申請に

対する審査手数料の額は、前項に掲げ

る額に、次の各号に掲げる建築物につ

いて、当該各号に定める額を加算した

ものとする。  

２  建築物省エネ法第３５条第２項

（同法第３６条第２項において準用

する場合を含む。）の規定による建

築基準関係規定の適合審査を受ける

旨の申出があった場合における認定

申請に対する審査手数料の額は、前

項に掲げる額に、次の各号に掲げる

建築物について、当該各号に定める

額を加算したものとする。  

(1) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項各号に掲げる確認審査を

(1) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項ただし書の特定構造計算



同項ただし書の建築主事等が審査

をしない場合にあっては、建築物ご

とに、別表第１に定める額  

基準又は特定増改築構造計算基準

に適合するかどうかを同項ただし

書の建築主事が審査をしない場合

にあっては、建築物ごとに、別表

第１に定める額  

(2) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項各号に掲げる確認審査を

同項ただし書の建築主事等が審査

をする場合にあっては、建築物ごと

に、別表第１に定める額及び別表第

２に定める額  

(2) 申請に係る建築物が法第６条の

３第１項ただし書の特定構造計算

基準又は特定増改築構造計算基準

に適合するかどうかを同項ただし

書の建築主事が審査をする場合に

あっては、建築物ごとに、別表第

１に定める額及び別表第２に定め

る額  

  

（手数料の納入時期等）  （手数料の納入時期等）  

第６条  （略）  第６条  （略）  

２及び３  （略）  ２及び３  （略）  

４  マンション建替え円滑化法の規定

に基づく許可の申請を行う者は、第２

条第６項に規定する手数料を徴収す

る事務についての申請の際に、納入通

知書により手数料を納入しなければ

ならない。  

４  マンション建替え円滑化法の規定

に基づく許可の申請を行う者は、第

２条第５項に規定する手数料を徴収

する事務についての申請の際に、納

入通知書により手数料を納入しなけ

ればならない。  

５及び６  （略）  ５及び６  （略）  

 

改正後  

別表第１ (第２条第１項関係 ) 



種類  額  

１  法第６条第１項（法第

８７条第１項において準

用する場合を含む。）の規

定に基づく建築物の建築

等に関する確認申請又は

法第１８条第２項（法第８

７条第１項において準用

する場合を含む。）の規定

に基づく建築物の建築等

に関する計画通知に対す

る審査手数料  

床面積の合計が３０ m２以内の

もの  

１２，０００円  

床面積の合計が３０ m２を超え

１００ m２以内のもの  

２７，０００円  

床面積の合計が１００ m２を超

え２００ m２以内のもの  

６３，０００円  

床面積の合計が２００ m２を超

え５００ m２以内のもの  

９７，０００円  

床面積の合計が５００ m２を超

え１，０００ m２以内のもの  

１１０，０００円 

床面積の合計が１，０００ m２

を超え２，０００ m２以内のも

の  

１６０，０００円 

床面積の合計が２，０００ m２

を超え１０，０００ m２以内の

もの  

２３９，０００円 

床面積の合計が１０，０００ m

２を超え５０，０００ m２以内の

もの  

３５２，０００円 

床面積の合計が５０，０００ m

２を超えるもの  

６３０，０００円 

２  （略）  

３  （略）  

備考   

（略）  

 

改正前  

別表第１ (第２条第１項関係 ) 



種類  額  

１  法第６条第１項（法第

８７条第１項において準

用する場合を含む。）の規

定に基づく建築物の建築

等に関する確認申請又は

法第１８条第２項（法第

８７条第１項において準

用する場合を含む。）の規

定に基づく建築物の建築

等に関する計画通知に対

する審査手数料  

床面積の合計が３０ m ２ 以内

のもの  

８，０００円  

床面積の合計が３０ m ２ を超

え１００ m２以内のもの  

１９，０００円  

床面積の合計が１００ m ２ を

超え２００ m２以内のもの  

４１，０００円  

床面積の合計が２００ m ２ を

超え５００ m２以内のもの  

６３，０００円  

床面積の合計が５００ m ２ を

超え１，０００ m２以内のもの  

１０７，０００円  

床面積の合計が１，０００ m２

を超え２，０００ m２以内のも

の  

１５５，０００円  

床面積の合計が２，０００ m２

を超え１０，０００ m２以内の

もの  

２３１，０００円  

床面積の合計が１０，０００ m

２を超え５０，０００ m２以内

のもの  

３４１，０００円  

床面積の合計が５０，０００ m

２を超えるもの  

６１０，０００円  

２  （略）  

３  （略）  

備考  

 （略）  

 

改正後  

別表第２ (第２条第２項関係 ) 



種類  額  

申請に係る建築物が法第６条の３第

１項各号に掲げる確認審査を同項た

だし書の建築主事等が審査する場合

の審査手数料  

（略）  

備考  

 （略）  

 

改正前  

別表第２ (第２条第２項関係 ) 

種類  額  

申請に係る建築物が法第６条の３第

１項ただし書の特定構造計算基準又

は特定増改築構造計算基準に適合す

るかどうかを同項ただし書の建築主

事が審査する場合の審査手数料  

（略）  

備考  

 （略）  

 

改正後  

別表第２の２ (第２条第３項関係 ) 

種類  額  

申 請 に 係 る 建 築 物 の 建

築が建築 物省 エネ 法第

１１条第 １項 ただ し書

及び第１ ２条 第２ 項た

だし書の 建築 物エ ネル

ギー消費 性能 適合 性判

定を行う こと が比 較的

容易な特 定建 築行 為で

一戸建て住

宅  

床面積の合計が２０

０ m２以内のもの  

１５，０００円  

床面積の合計が２０

０ m２を超えるもの  

１６，０００円  

共同住宅等  床面積の合計が３０

０ m２以内のもの  

２７，０００円  

床面積の合計が３０

０ m２を超え２，００

４２，０００円  



備考  

この表において「共同住宅等」とは、共同住宅、長屋その他の一戸建ての

住宅以外の住宅をいう。  

ある場合で、建築物省エ

ネ法施行 規則 第２ 条第

１項第１ 号に 適合 する

かどうか を審 査す る場

合の審査手数料  

０ m２以内のもの  

床面積の合計が２，

０００ m２を超え５，

０００ m２以内のもの  

６６，０００円  

床面積の合計が５，

０００ m２を超えるも

の  

８５，０００円  

 

改正前  

 

 

改正後  

別表第３ (第２条第４項関係 ) 

種類  額  

１  法第７条第１項

の規定に基づく建

築物の建築に関す

る完了検査申請又

は法第１８条第２

０項の規定に基づ

く建築物の建築に

関する工事完了通

知に対する検査手

数料  

ア  法第７条の

３ 第 １ 項 の 特

定 工 程 に 係 る

建 築 物 の 建 築

に 関 す る 完 了

検 査 申 請 又 は

工 事 完 了 通 知

の場合  

床面積の合計が３

０ m２以内のもの  

２８，０００円  

床面積の合計が３

０ m２を超え１００

m２以内のもの  

３４，０００円  

床面積の合計が１

００ m２を超え２０

０ m２以内のもの  

５６，０００円  

床面積の合計が２

００ m２を超え５０

０ m２以内のもの  

７９，０００円  

床面積の合計が５

００ m２を超え１，

０００ m２以内のも

８４，０００円  



の  

床 面 積 の 合 計 が

１，０００ m２を超

え２，０００ m２以

内のもの  

９１，０００円  

床 面 積 の 合 計 が

２，０００ m２を超

え１０，０００ m２

以内のもの  

１６９，０００円 

床面積の合計が１

０，０００ m２を超

え５０，０００ m２

以内のもの  

２４５，０００円 

床面積の合計が５

０，０００ m２を超

えるもの  

４５８，０００円 

イ  ア以外の場

合  

床面積の合計が３

０ m２以内のもの  

２９，０００円  

床面積の合計が３

０ m２を超え１００

m２以内のもの  

３５，０００円  

床面積の合計が１

００ m２を超え２０

０ m２以内のもの  

５８，０００円  

床面積の合計が２

００ m２を超え５０

０ m２以内のもの  

８２，０００円  

床面積の合計が５

００ m２を超え１，

０００ m２以内のも

の  

８８，０００円  



床 面 積 の 合 計 が

１，０００ m２を超

え２，０００ m２以

内のもの  

９７，０００円  

床 面 積 の 合 計 が

２，０００ m２を超

え１０，０００ m２

以内のもの  

１７７，０００円 

床面積の合計が１

０，０００ m２を超

え５０，０００ m２

以内のもの  

２５２，０００円 

床面積の合計が５

０，０００ m２を超

えるもの  

４６４，０００円 

２  （略）  

３  （略）  

備考  

 （略）  

 

改正前  

別表第３ (第２条第３項関係 ) 

種類  額  

１  法第７条第１項

の規定に基づく建

築物の建築に関す

る完了検査申請又

は法第１８条第２

０項の規定に基づ

く建築物の建築に

関する工事完了通

ア  法第７条の

３ 第 １ 項 の 特

定 工 程 に 係 る

建 築 物 の 建 築

に 関 す る 完 了

検 査 申 請 又 は

工 事 完 了 通 知

の場合  

床面積の合計が３

０ m２以内のもの  

１７，０００円  

床面積の合計が３

０ m２を超え１００

m２以内のもの  

２１，０００円  

床面積の合計が１

００ m２を超え２０

０ m２以内のもの  

３４，０００円  



知に対する検査手

数料  

床面積の合計が２

００ m２を超え５０

０ m２以内のもの  

４９，０００円  

床面積の合計が５

００ m２を超え１，

０００ m２以内のも

の  

６４，０００円  

床 面 積 の 合 計 が

１，０００ m２を超

え２，０００ m２以

内のもの  

８９，０００円  

床 面 積 の 合 計 が

２，０００ m２を超

え１０，０００ m２

以内のもの  

１６４，０００円 

床面積の合計が１

０，０００ m２を超

え５０，０００ m２

以内のもの  

２３７，０００円 

床面積の合計が５

０，０００ m２を超

えるもの  

４４３，０００円 

イ  ア以外の場

合  

床面積の合計が３

０ m２以内のもの  

１７，０００円  

床面積の合計が３

０ m２を超え１００

m２以内のもの  

２２，０００円  

床面積の合計が１

００ m２を超え２０

０ m２以内のもの  

３６，０００円  

床面積の合計が２ ５１，０００円  



００ m２を超え５０

０ m２以内のもの  

床面積の合計が５

００ m２を超え１，

０００ m２以内のも

の  

６７，０００円  

床 面 積 の 合 計 が

１，０００ m２を超

え２，０００ m２以

内のもの  

９５，０００円  

床 面 積 の 合 計 が

２，０００ m２を超

え１０，０００ m２

以内のもの  

１７１，０００円 

床面積の合計が１

０，０００ m２を超

え５０，０００ m２

以内のもの  

２４４，０００円 

床面積の合計が５

０，０００ m２を超

えるもの  

４４９，０００円 

２  （略）  

３  （略）  

備考  

 （略）  

 

改正後  

別表第４ (第２条第５項関係 ) 



種類  額  

法第７条の３第２項の

規定に基づく建築物の

建築に関する中間検査

申請又は法第１８条第

２８項の規定に基づく

建築物の建築に関する

特定工程工事終了通知

に対する検査手数料  

検査を行う部分の床面積の合計

が３０ m２以内のもの  

２６，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が３０ m２を超え１００ m２以内の

もの  

３２，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が１００ m２を超え２００ m２以内

のもの  

５０，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が２００ m２を超え５００ m２以内

のもの  

７１，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が５００ m２を超え１，０００ m２以

内のもの  

７７，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が１，０００ m２を超え２，０００

m２以内のもの  

８６，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が２，０００ m２を超え１０，００

０ m２以内のもの  

１４８，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が１０，０００ m２を超え５０，０

００ m２以内のもの  

２１１，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が５０，０００ m２を超えるもの  

４０４，０００円  

 

 

改正前  

別表第４ (第２条第４項関係 ) 



種類  額  

法第７条の３第２項の

規定に基づく建築物の

建築に関する中間検査

申請又は法第１８条第

２８項の規定に基づく

建築物の建築に関する

特定工程工事終了通知

に対する検査手数料  

検査を行う部分の床面積の合計

が３０ m２以内のもの  

１７，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が３０ m２を超え１００ m２以内の

もの  

２１，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が１００ m２を超え２００ m２以内

のもの  

３３，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が２００ m２を超え５００ m２以内

のもの  

４７，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が５００ m２を超え１，０００ m２以

内のもの  

６２，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が１，０００ m２を超え２，０００

m２以内のもの  

８４，０００円  

検査を行う部分の床面積の合計

が２，０００ m２を超え１０，００

０ m２以内のもの  

１４３，０００円 

検査を行う部分の床面積の合計

が１０，０００ m２を超え５０，０

００ m２以内のもの  

２０４，０００円 

検査を行う部分の床面積の合計

が５０，０００ m２を超えるもの  

３９１，０００円 

 
 

 

改正後  

別表第５ (第２条第６項関係 ) 

（略）  



改正前  

別表第５ (第２条第５項関係 ) 

（略）  

 

改正後  

別表第８ (第５条第１項関係 ) 

種類  額  

建 築 物 省

エ ネ 法 第

１ １ 条 第

１ 項 又 は

第 １ ２ 条

第 ２ 項 の

規 定 に 基

づ く 適 合

性 判 定 の

申 請 に 対

す る 審 査

手数料  

住宅  建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に建築物

省エネ法第

２９条第３

項各号に掲

げる事項が

記載されて

いる場合の

同項に規定

する他の建

築物におい

て、当該建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

と当該他の

建築物にお

ける建築物

エネルギー

消費性能確

保計画が同

様の方法に

一戸建ての住宅  ５，０００円  

共

同

住

宅

等  

住  

戸  

部  

分  

総 戸 数 が ５ 以 下 の

もの  

１０，０００円  

総 戸 数 が ６ 以 上 １

０以下のもの  

１７，０００円  

総 戸 数 が １ １ 以 上

２５以下のもの  

２８，０００円  

総 戸 数 が ２ ６ 以 上

５０以下のもの  

４８，０００円  

総 戸 数 が ５ １ 以 上

１００以下のもの  

８６，０００円  

総 戸 数 が １ ０ １ 以

上 ２ ０ ０ 以 下 の も

の  

１３７，０００円 

総 戸 数 が ２ ０ １ 以

上 ３ ０ ０ 以 下 の も

の  

１７３，０００円 

総 戸 数 が ３ ０ １ 以

上のもの  

１８５，０００円 

共  

用  

部  

分  

床 面 積 の 合 計 が ３

００ m２以内のもの  

１０，０００円  

床 面 積 の 合 計 が ３

００ m２を超え１，０

００ m２以内のもの  

１８，０００円  



より評価さ

れたもので

ある場合  

床面積の合計が１，

０００ m２を超え２，

０００ m２ 以内のも

の  

２８，０００円  

床面積の合計が２，

０００ m２を超え５，

０００ m２ 以内のも

の  

８６，０００円  

床面積の合計が５，

０００ m２ を超え１

０，０００ m２以内の

もの  

１３７，０００円 

床 面 積 の 合 計 が １

０，０００ m２を超え

２５，０００ m２以内

のもの  

１７３，０００円 

床 面 積 の 合 計 が ２

５，０００ m２を超え

るもの  

２１７，０００円 

その他の場

合  

一戸建ての住宅  ３６，０００円  

共

同

住

宅

等  

住  

戸  

部  

分  

総戸数が５以下の

もの  

７４，０００円  

総 戸 数 が ６ 以 上 １

０以下のもの  

１０４，０００円 

総 戸 数 が １ １ 以 上

２５以下のもの  

１４７，０００円 

総 戸 数 が ２ ６ 以 上

５０以下のもの  

２１１，０００円 

総 戸 数 が ５ １ 以 上

１００以下のもの  

３０３，０００円 

総 戸 数 が １ ０ １ 以４１１，０００円 



上 ２ ０ ０ 以 下 の も

の  

総戸数が２０ 1 以上

３００以下のもの  

５３９，０００円 

総 戸 数 が ３ ０ １ 以

上のもの  

６３３，０００円 

共  

用  

部  

分  

床面積の合計が３

００ m２以内のもの  

１１７，０００円 

床面積の合計が３

００ m２を超え１，０

００ m２以内のもの  

１５５，０００円 

床面積の合計が１，

０００ m２を超え２，

０００ m２以内のも

の  

１９４，０００円 

床面積の合計が２，

０００ m２を超え５，

０００ m２以内のも

の  

３０３，０００円 

床面積の合計が５，

０００ m２を超え１

０，０００ m２以内の

もの  

３８９，０００円 

床面積の合計が１

０，０００ m２を超え

２５，０００ m２以内

のもの  

４６５，０００円 

床面積の合計が２

５，０００ m２を超え

るもの  

５４１，０００円 

非住宅建 建築物エネ （略）  



築物（工

場等）  

ルギー消費

性能向上計

画に建築物

省エネ法第

２９条第３

項各号に掲

げる事項が

記載されて

いる場合の

同項に規定

する他の建

築物におい

て、当該建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

と当該他の

建築物にお

ける建築物

エネルギー

消費性能確

保計画が同

様の方法に

より評価さ

れたもので

ある場合  

（略）  

非住宅建

築物（工

場 等 以

外）  

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に建築物

（略）  



省エネ法第

２９条第３

項各号に掲

げる事項が

記載されて

いる場合の

同項に規定

する他の建

築物におい

て、当該建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

と当該他の

建築物にお

ける建築物

エネルギー

消費性能確

保計画が同

様の方法に

より評価さ

れたもので

ある場合  

（略）  

建 築 物 省

エ ネ 法 第

１ １ 条 第

２ 項 又 は

第 １ ２ 条

第 ３ 項 の

規 定 に 基

住宅  建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に建築物

省エネ法第

２９条第３

項各号に掲

一戸建ての住宅  ３，０００円  

共

同

住

宅

等  

住  

戸  

部  

分  

総戸数が５以下の

もの  

 ６，０００円  

総 戸 数 が ６ 以 上 １

０以下のもの  

１０，０００円  

総 戸 数 が １ １ 以 上

２５以下のもの  

１７，０００円  



づ く 適 合

性 判 定 の

変 更 の 申

請 に 対 す

る 審 査 手

数料  

げる事項が

記載されて

いる場合の

同項に規定

する他の建

築物におい

て、当該建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

と当該他の

建築物にお

ける建築物

エネルギー

消費性能確

保計画が同

様の方法に

より評価さ

れたもので

ある場合  

総 戸 数 が ２ ６ 以 上

５０以下のもの  

２９，０００円  

総 戸 数 が ５ １ 以 上

１００以下のもの  

５２，０００円  

総 戸 数 が １ ０ １ 以

上 ２ ０ ０ 以 下 の も

の  

８２，０００円  

総 戸 数 が ２ ０ １ 以

上 ３ ０ ０ 以 下 の も

の  

１０４，０００円 

総 戸 数 が ３ ０ １ 以

上のもの  

１１１，０００円 

共  

用  

部  

分  

床 面 積 の 合 計 が ３

００ m２以内のもの  

６，０００円  

床 面 積 の 合 計 が ３

００ m２を超え１，０

００ m２以内のもの  

１１，０００円  

床面積の合計が１，

０００ m２を超え２，

０００ m２ 以内のも

の  

１７，０００円  

床面積の合計が２，

０００ m２を超え５，

０００ m２ 以内のも

の  

５２，０００円  

床面積の合計が５，

０００ m２ を超え１

０，０００ m２以内の

もの  

８２，０００円  

床 面 積 の 合 計 が １

０，０００ m２を超え

１０４，０００円 



２５，０００ m２以内

のもの  

床 面 積 の 合 計 が ２

５，０００ m２を超え

るもの  

１３０，０００円 

その他の場

合  

一戸建ての住宅  １８，０００円  

共

同

住

宅

等  

住  

戸  

部  

分  

総戸数が５以下の

もの  

３８，０００円  

総 戸 数 が ６ 以 上 １

０以下のもの  

５４，０００円  

総 戸 数 が １ １ 以 上

２５以下のもの  

７６，０００円  

総 戸 数 が ２ ６ 以 上

５０以下のもの  

１１０，０００円 

総 戸 数 が ５ １ 以 上

１００以下のもの  

１６０，０００円 

総 戸 数 が １ ０ １ 以

上 ２ ０ ０ 以 下 の も

の  

２１９，０００円 

総戸数が２０ 1 以上

３００以下のもの  

２８７，０００円 

総 戸 数 が ３ ０ １ 以

上のもの  

３３５，０００円 

共  

用  

部  

分  

床面積の合計が３

００ m２以内のもの  

５９，０００円  

床面積の合計が３

００ m２を超え１，０

００ m２以内のもの  

７９，０００円  

床面積の合計が１，

０００ m２を超え２，

０００ m２以内のも

１００，０００円 



の  

床面積の合計が２，

０００ m２を超え５，

０００ m２以内のも

の  

１６０，０００円 

床面積の合計が５，

０００ m２を超え１

０，０００ m２以内の

もの  

２０８，０００円 

床面積の合計が１

０，０００ m２を超え

２５，０００ m２以内

のもの  

２４９，０００円 

床面積の合計が２

５，０００ m２を超え

るもの  

２９２，０００円 

非住宅建

築物（工

場等）  

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に建築物

省エネ法第

２９条第３

項各号に掲

げる事項が

記載されて

いる場合の

同項に規定

する他の建

築物におい

て、当該建

築物エネル

（略）  



ギー消費性

能向上計画

と当該他の

建築物にお

ける建築物

エネルギー

消費性能確

保計画が同

様の方法に

より評価さ

れたもので

ある場合  

（略）  

非住宅建

築物（工

場 等 以

外）  

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に建築物

省エネ法第

２９条第３

項各号に掲

げる事項が

記載されて

いる場合の

同項に規定

する他の建

築物におい

て、当該建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

と当該他の

（略）  



建築物にお

ける建築物

エネルギー

消費性能確

保計画が同

様の方法に

より評価さ

れたもので

ある場合  

（略）  

建 築 物 省

エ ネ 法 第

１ １ 条 第

２ 項 又 は

第 １ ２ 条

第 ３ 項 に

規 定 す る

軽 微 変 更

該 当 証 明

書 の 交 付

の 申 請 に

対 す る 審

査手数料  

住宅  一戸建ての住宅  ９，０００円  

共

同

住

宅

等  

住  

戸  

部  

分  

総戸数が５以下の

もの  

１９，０００円  

総 戸 数 が ６ 以 上 １

０以下のもの  

２７，０００円  

総 戸 数 が １ １ 以 上

２５以下のもの  

３８，０００円  

総 戸 数 が ２ ６ 以 上

５０以下のもの  

５５，０００円  

総 戸 数 が ５ １ 以 上

１００以下のもの  

８０，０００円  

総 戸 数 が １ ０ １ 以

上 ２ ０ ０ 以 下 の も

の  

１０９，０００円 

総 戸 数 が ２ ０ １ 以

上 ３ ０ ０ 以 下 の も

の  

１４３，０００円 

総 戸 数 が ３ ０ １ 以

上のもの  

１６７，０００円 

共  

用  

床面積の合計が３

００ m２以内のもの  

２９，０００円  



部  

分  

床面積の合計が３

００ m２を超え１，０

００ m２以内のもの  

３９，０００円  

床面積の合計が１，

０００ m２を超え２，

０００ m２以内のも

の  

５０，０００円  

床面積の合計が２，

０００ m２を超え５，

０００ m２以内のも

の  

８０，０００円  

床面積の合計が５，

０００ m２を超え１

０，０００ m２以内の

もの  

１０４，０００円 

床面積の合計が１

０，０００ m２を超え

２５，０００ m２以内

のもの  

１２４，０００円 

床面積の合計が２

５，０００ m２を超え

るもの  

１４６，０００円 

（略）  

建 築 物 省

エ ネ 法 第

２ ９ 条 第

１ 項 の 規

定 に 基 づ

く 建 築 物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

当該認定申請に係る建

築物エネルギー消費性

能向上計画が、建築物

省エネ法第３０条第１

項各号に掲げる基準又

はこれと同等の基準に

適合するものとして市

長が別に定める方法に

（略）  



能 向 上 計

画 の 認 定

申 請 に 対

す る 審 査

手数料（新

た に 棟 を

加 え る 変

更 を 行 う

場 合 を 含

む。）  

より技術的審査を受け

たものである場合  

その他の

場合  

申請に係る

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画が、建築

物省エネ法

第３０条第

１項第１号

の規定に基

づき定めら

れた簡易な

評価方法で

あって市長

が別に定め

る方法によ

り評価され

たものであ

る場合  

（略）  

 

上記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合  

（略）  

非

住

宅

建

築

物  

申

請

に

係

る

建

築

物

エ

ネ

（略）  

 

 



ル

ギ

ー

消

費

性

能

向

上

計

画

が、

建

築

物

省

エ

ネ

法

第

３

０

条

第

１

項

第

１

号

の

規

 



定

に

よ

り

定

め

ら

れ

た

簡

易

な

評

価

方

法

で

あ

っ

て

市

長

が

別

に

定

め

る

方

法

に

 



よ

り

評

価

さ

れ

た

も

の

で

あ

る

場

合  

 

建 築 物 省

エ ネ 法 第

３ １ 条 第

１ 項 の 規

定 に 基 づ

く 建 築 物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

能 向 上 計

画 の 変 更

の 認 定 申

請 に 対 す

る 審 査 手

数料（新た

に 棟 を 加

え る 変 更

を 行 う 場

当該認定申請に係る建

築物エネルギー消費性

能向上計画が、建築物

省エネ法第３０条第１

項各号に掲げる基準又

はこれと同等の基準に

適合するものとして市

長が別に定める方法に

より技術的審査を受け

たものである場合  

（略）  

その他の

場合  

申請に係る

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画が、建築

物省エネ法

第３０条第

（略）  

 



合 を 除

く。）  

１項第１号

の規定に基

づき定めら

れた簡易な

評価方法で

あって市長

が別に定め

る方法によ

り評価され

たものであ

る場合  

上記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合  

（略）  

非

住

宅

建

築

物  

申

請

に

係

る

建

築

物

エ

ネ

ル

ギ

ー

消

費

性

能

向

上

（略）  

 



計

画

が、

建

築

物

省

エ

ネ

法

第

３

０

条

第

１

項

第

１

号

の

規

定

に

よ

り

定

め

ら

れ

た

 



簡

易

な

評

価

方

法

で

あ

っ

て

市

長

が

別

に

定

め

る

方

法

に

よ

り

評

価

さ

れ

た

も

の

 



備考  

１から６まで  （略）  

７  複合建築物（住宅部分及び非住宅部分を有する建築物をいう。以下同

じ。）の適合性判定の申請に対する審査又は軽微変更該当証明書交付の申

請に対する審査をする場合の手数料の額は、住宅部分に応じた手数料の額

及び非住宅部分における床面積の区分及び用途に応じた手数料の額の合

計額とする。  

８  複合建築物の認定申請をする場合の手数料の額は、住宅部分に応じた手

数料の額及び非住宅部分における床面積の区分に応じた手数料の額の合計

額とする。  

９  共同住宅等の適合性判定の申請に対する審査又は軽微変更該当証明書交

付の申請に対する審査をする場合の手数料の額は、次の各号に定める場合

については、各号に定める額とする。  

(1) 住戸部分及び共用部分の設計一次エネルギー消費量を算定する場合  

住戸部分の手数料の額及び共用部分の床面積に応じた手数料の額の合計

額  

(2) 共用部分の設計一次エネルギー消費量を算定しない場合  住戸部分の

手数料の額  

１０  （略）  

１１  （略）  

で

あ

る

場

合  

 

    （略）  

 

改正前  

別表第８ (第５条第１項関係 ) 



種類  額  

建 築 物 省 エ

ネ 法 第 １ ２

条 第 １ 項 又

は 第 １ ３ 条

第 ２ 項 の 規

定 に 基 づ く

適 合 性 判 定

の 申 請 に 対

す る 審 査 手

数料  

非 住 宅 建 築 物

（工場等）  

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に建築物

省エネ法第

３４条第３

項各号に掲

げる事項が

記載されて

いる場合の

同項に規定

する他の建

築物におい

て、当該建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

と当該他の

建築物にお

ける建築物

エネルギー

消費性能確

保計画が同

様の方法に

より評価さ

れたもので

ある場合  

（略）  

 

 

（略）  



非 住 宅 建 築 物

（工場等以外）  

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に建築物

省エネ法第

３４条第３

項各号に掲

げる事項が

記載されて

いる場合の

同項に規定

する他の建

築物におい

て、当該建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

と当該他の

建築物にお

ける建築物

エネルギー

消費性能確

保計画が同

様の方法に

より評価さ

れたもので

ある場合  

（略）  

（略）  



建 築 物 省 エ

ネ 法 第 １ ２

条 第 ２ 項 又

は 第 １ ３ 条

第 ３ 項 の 規

定 に 基 づ く

適 合 性 判 定

の 変 更 の 申

請 に 対 す る

審査手数料  

非 住 宅 建 築 物

（工場等）  

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に建築物

省エネ法第

３４条第３

項各号に掲

げる事項が

記載されて

いる場合の

同項に規定

する他の建

築物におい

て、当該建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

と当該他の

建築物にお

ける建築物

エネルギー

消費性能確

保計画が同

様の方法に

より評価さ

れたもので

ある場合  

（略）  

（略）  



非 住 宅 建 築 物

（工場等以外）  

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に建築物

省エネ法第

３４条第３

項各号に掲

げる事項が

記載されて

いる場合の

同項に規定

する他の建

築物におい

て、当該建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

と当該他の

建築物にお

ける建築物

エネルギー

消費性能確

保計画が同

様の方法に

より評価さ

れたもので

ある場合  

（略）  

（略）  



建 築 物 省 エ

ネ 法 第 １ ２

条 第 ２ 項 又

は 第 １ ３ 条

第 ３ 項 に 規

定 す る 軽 微

変 更 該 当 証

明 書 の 交 付

の 申 請 に 対

す る 審 査 手

数料  

（略）  

建 築 物 省 エ

ネ 法 第 ３ ４

条 第 １ 項 の

規 定 に 基 づ

く 建 築 物 エ

ネ ル ギ ー 消

費 性 能 向 上

計 画 の 認 定

申 請 に 対 す

る 審 査 手 数

料（新たに棟

を 加 え る 変

更 を 行 う 場

合を含む。）  

当該認定申請に

係る建築物エネ

ルギー消費性能

向上計画が、建

築物省エネ法第

３５条第１項各

号に掲げる基準

又はこれと同等

の基準に適合す

るものとして市

長が別に定める

方法により技術

的審査を受けた

ものである場合  

（略）  



そ の

他 の

場合  

申請に係

る建築物

エネルギ

ー消費性

能向上計

画が、建

築物省エ

ネ法第３

５条第１

項第１号

の規定に

基づき定

められた

簡易な評

価方法で

あって市

長が別に

定める方

法により

評価され

たもので

ある場合  

（略）  

上記以外

の評価方

法により

評価され

たもので

ある場合  

（略）  

非

住

宅

建

築

物  

申請

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性  

（略）  



 能向

上計

画

が、

建築

物省

エネ

法第

３５

条第

１項

第１

号の

規定

によ

り定

めら

れた

簡易

な評

価方

法で

あっ

て市

長が

別に

定め

る方

法に

より

評価

 



され

たも

ので

ある

場合  

（略）  

建 築 物 省 エ

ネ 法 第 ３ ６

条 第 １ 項 の

規 定 に 基 づ

く 建 築 物 エ

ネ ル ギ ー 消

費 性 能 向 上

計 画 の 変 更

の 認 定 申 請

に 対 す る 審

査手数料（新

た に 棟 を 加

え る 変 更 を

行 う 場 合 を

除く。）  

当該認定申請に

係る建築物エネ

ルギー消費性能

向上計画が、建

築物省エネ法第

３５条第１項各

号に掲げる基準

又はこれと同等

の基準に適合す

るものとして市

長が別に定める

方法により技術

的審査を受けた

ものである場合  

 

（略）  



そ の

他 の

場合  

申請に係

る建築物

エネルギ

ー消費性

能向上計

画が、建

築物省エ

ネ法第３

５条第１

項第１号

の規定に

基づき定

められた

簡易な評

価方法で

あって市

長が別に

定める方

法により

評価され

たもので

ある場合  

（略）  

上記以外

の評価方

法により

評価され

たもので

ある場合  

（略）  

 

 

 

 

 



 非 住

宅 建

築物  

申 請

に 係

る 建

築 物

エ ネ

ル ギ

ー 消

費 性

能 向

上 計

画

が 、

建 築

物 省

エ ネ

法 第

３ ５

条 第

１ 項

第 １

号 の

規 定

に よ

り 定

め ら

れ た

簡 易

な 評

価 方

法 で

あ っ

（略）  



て 市

長 が

別 に

定 め

る 方

法 に

よ り

評 価

さ れ

た も

の で

あ る

場合  

（略）  

建 築 物 省 エ

ネ 法 第 ４ １

条 第 １ 項 の

規 定 に 基 づ

く 建 築 物 エ

ネ ル ギ ー 消

費 性 能 に 係

る 認 定 申 請

に 対 す る 審

査手数料  

申請に係る建築

物が、建築物省

エネ法第２条第

１項第３号に規

定する基準又は

これと同等の基

準に適合するも

のとして市長が

別に定める方法

により技術的審

査を受けたもの

である場合  

一戸建ての住宅  ５，０００円  

共 同

住 宅

等  

住 戸

部分  

総戸数が５以下

のもの  

１０，１００円 

総戸数が６以上

１０以下のもの  

１７，３００円 

総戸数が１１以

上２５以下のも

の  

２８，９００円 

総戸数が２６以

上５０以下のも

の  

４８，４００円 

総戸数が５１以

上１００以下の

もの  

８６，８００円 

総戸数が１０１

以上２００以下

のもの  

１３７，４００円 



総戸数が２０１

以上３００以下

のもの  

１７３，６００円 

総戸数が３０１

以上のもの  

１８５，１００円 

共 用

部分  

床面積の合計が

３００ m２ 以内の

もの  

１０，１００円 

床面積の合計が

３００ m２ を超え

１，０００ m２ 以

内のもの  

１８，４００円 

床面積の合計が

１，０００ m２ を

超え２，０００ m

２以内のもの  

２８，９００円 

床面積の合計が

２，０００ m２ を

超え５，０００ m

２以内のもの  

８６，８００円 

床面積の合計が

５，０００ m２ を

超え１０，００

０ m２以内のもの  

１３７，４００円 

床面積の合計が

１０，０００ m２

を超え２５，０

００ m２ 以内のも

の  

１７３，６００円 

床面積の合計が

２５，０００ m２

２１７，０００円 



を超えるもの  

非住宅建築

物  

床面積の合計が

３００ m２ 以内の

もの  

１０，１００円 

床面積の合計が

３００ m２ を超え

１，０００ m２ 以

内のもの  

１８，４００円 

床面積の合計が

１，０００ m２ を

超え２，０００ m

２以内のもの  

２８，９００円 

床面積の合計が

２，０００ m２ を

超え５，０００ m

２以内のもの  

８６，８００円 

床面積の合計が

５，０００ m２ を

超え１０，００

０ m２以内のもの  

１３７，４００円 

床面積の合計が

１０，０００ m２

を超え２５，０

００ m２ 以内のも

の  

１７３，６００円 

床面積の合計が

２５，０００ m２

を超えるもの  

２１７，０００円 

そ の

他 の

場合  

申請に係

る建築物

の共用部

一戸建ての住宅  １８，７００円 

共 同

住 宅

住 戸

部分  

総戸数が５以下

のもの  

３５，３００円 



分以外の

部分が、

建築物省

エネ法第

２条第１

項第３号

の規定に

より定め

られた簡

易な評価

方法であ

って市長

が別に定

める方法

により評

価された

ものであ

る場合  

等  総戸数が６以上

１０以下のもの  

５１，２００円 

総戸数が１１以

上２５以下のも

の  

７３，６００円 

総戸数が２６以

上５０以下のも

の  

１１１，１００円 

総戸数が５１以

上１００以下の

もの  

１６８，１００円 

総戸数が１０１

以上２００以下

のもの  

２３９，５００円 

総戸数が２０１

以上３００以下

のもの  

３０９，５００円 

総戸数が３０１

以上のもの  

３５２，１００円 

共 用

部分  

床面積の合計が

３００ m２ 以内の

もの  

１１７，９００円 

床面積の合計が

３００ m２ を超え

１，０００ m２ 以

内のもの  

１５５，５００円 

床面積の合計が

１，０００ m２ を

超え２，０００ m

２以内のもの  

１９４，５００円 

床面積の合計が ３０３，０００円 



２，０００ m２ を

超え５，０００ m

２以内のもの  

床面積の合計が

５，０００ m２ を

超え１０，００

０ m２以内のもの  

３８９，１００円 

床面積の合計が

１０，０００ m２

を超え２５，０

００ m２ 以内のも

の  

４６５，１００円 

床面積の合計が

２５，０００ m２

を超えるもの  

５４１，７００円 

非住宅建築

物  

床面積の合計が

３００ m２ 以内の

もの  

９３，８００円 

床面積の合計が

３００ m２ を超え

１，０００ m２ 以

内のもの  

１２４，９００円 

床面積の合計が

１，０００ m２ を

超え２，０００ m

２以内のもの  

１５７，３００円 

床面積の合計が

２，０００ m２ を

超え５，０００ m

２以内のもの  

２５４，７００円 

床面積の合計が ３３２，６００円 



５，０００ m２ を

超え１０，００

０ m２以内のもの  

床面積の合計が

１０，０００ m２

を超え２５，０

００ m２ 以内のも

の  

３９９，８００円 

床面積の合計が

２５，０００ m２

を超えるもの  

４６９，０００円 

上記以外

の評価方

法により

評価され

たもので

ある場合  

一戸建ての住宅  ３６，８００円 

共 同

住 宅

等  

住 戸

部分  

総戸数が５以下

のもの  

７４，５００円 

総戸数が６以上

１０以下のもの  

１０４，８００円 

総戸数が１１以

上２５以下のも

の  

１４７，５００円 

総戸数が２６以

上５０以下のも

の  

２１１，９００円 

総戸数が５１以

上１００以下の

もの  

３０３，８００円 

総戸数が１０１

以上２００以下

のもの  

４１１，５００円 

総戸数が２０１

以上３００以下

のもの  

５３９，６００円 



総戸数が３０１

以上のもの  

６３３，６００円 

共 用

部分  

床面積の合計が

３００ m２ 以内の

もの  

１１７，９００円 

床面積の合計が

３００ m２ を超え

１，０００ m２ 以

内のもの  

１５５，５００円 

床面積の合計が

１，０００ m２ を

超え２，０００ m

２以内のもの  

１９４，５００円 

床面積の合計が

２，０００ m２ を

超え５，０００ m

２以内のもの  

３０３，０００円 

床面積の合計が

５，０００ m２ を

超え１０，００

０ m２以内のもの  

３８９，１００円 

床面積の合計が

１０，０００ m２

を超え２５，０

００ m２ 以内のも

の  

４６５，１００円 

床面積の合計が

２５，０００ m２

を超えるもの  

５４１，７００円 

非住宅建築

物  

床面積の合計が

３００ m２ 以内の

２５６，７００円 



もの  

床面積の合計が

３００ m２ を超え

１，０００ m２ 以

内のもの  

３２１，６００円 

床面積の合計が

１，０００ m２ を

超え２，０００ m

２以内のもの  

４１５，２００円 

床面積の合計が

２，０００ m２ を

超え５，０００ m

２以内のもの  

５９２，６００円 

床面積の合計が

５，０００ m２ を

超え１０，００

０ m２以内のもの  

７３０，０００円 

床面積の合計が

１０，０００ m２

を超え２５，０

００ m２ 以内のも

の  

８６２，９００円 

床面積の合計が

２５，０００ m２

を超えるもの  

９８４，５００円 

備考  

１から６まで  （略）  

７  住宅部分及び非住宅部分を有する建築物の適合性判定の申請に対する

審査又は軽微変更該当証明書交付の申請に対する審査をする場合の手数

料の額は、非住宅部分における床面積の区分及び用途に応じた手数料の額

とする。  

８  複合建築物（住宅の用途及び住宅以外の用途に供する建築物をいう。以



下同じ。）について、当該建築物の認定申請をする場合の手数料の額は、次

の各号に定める額の合計額とする。  

(1) 一戸の住宅の用途に供する部分を有する場合  一戸建ての住宅の手数

料の額  

(2) 共同住宅等の用途に供する部分を有する建築物で共用部分の誘導設計

一次エネルギー消費量を算定する場合  ア及びイの額の合計額  

ア  住戸部分の総戸数に応じた共同住宅等の住戸部分の手数料の額  

イ  共用部分の床面積に応じた共同住宅等の共用部分の手数料の額  

(3) 共同住宅等の用途に供する部分を有する建築物で共用部分の誘導設計

一次エネルギー消費量を算定しない場合  前号アの額  

(4) 住宅以外の用途に供する部分を有する場合  住宅以外の用途に供する

部分の床面積に応じた非住宅建築物の手数料の額  

９  （略）  

１０  （略）  

 

附  則  

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

（都市整備部建築指導課）  

 

 


